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資料１



アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会①（結果）

○ 受援側としては、首都直下地震時は多くの自治体からの応援受入事務が想定され、都道府県及び管内指定都市をま
とめて１単位となっている方が事務負担の軽減が見込まれるため。

○ 管内指定都市が管内のその他の自治体と同様に都道府県の指揮下に入り、都道府県の指示等に対応するのであれば
特に問題ない。

○ 本県では、指定都市も含めて、災害時の県と県内市町村間の相互応援体制を整備しており、県内災害、県外災害を
問わず、住家被害認定調査等の応急対策業務の応援については、指定都市とともに対応している実績があるため。

○ 応援側の窓口が都道府県内で一本化されることにより、受援団体及び統括団体の調整負担が大幅に軽減されるとい
うメリットが期待できる。

○ 応援団体の都道府県及び管内指定都市をまとめて１単位とすれば、道府県内での連絡・調整が容易となり、受援団
体との応援調整も容易となると考える。

○ 相互の関係性が構築されており、また地理的に近く、平時からの連携が図り易い。
○ 進出経路や応援部隊の交通手段など、課題やリソースを互いに共有、連携できる。
○ 都道府県、指定都市、県内市町村が一体的な連絡体制を構築可能。
○ 一定規模の支援を長期間、継続的に実施可能。
○ 県内のGADMだけでは、応援対応できる人材を確保することは難しいため、県と指定都市をまとめて１単位の方が
応援対応できる人材の確保という点でメリットがある。

○ 「都道府県及び管内指定都市をそれぞれ１単位」とする場合に比べて応援側の体制の充実を図ることができ、１つ
の団体の中でも首都直下地震に対応するための大規模かつ長期の応援を想定した体制を検討できる可能性が高まる。

意 見（賛成・メリット）

○ 第１回WGにおいて、首都直下地震における応急対策職員派遣制度アクションプランにおける応援側の単位につい
て、都道府県と管内指定都市を一つにまとめる方がよいのではないかとの提案があった。

○ この提案に対する意見、採用した場合のメリットとデメリットについて、管内に指定都市が存在する道府県及びす
べての指定都市に対して照会した。

照会内容



アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会②（結果）

○ 指定都市と合同で応援を実施することを前提とすることで、平時における都道府県と指定都市の連携強化が図られ
る。また、避難所運営等の業務においては、知識やノウハウを有する基礎自治体の職員と行動することにより、適切
な応援の実施が期待できる。

○ より多くの応援人員の動員が可能になる。
○ 道府県内として派遣自治体を調整する際、自治体規模の大きい指定都市を含んだ方が、道府県内としてマンパワー
の充当等調整が容易となる。

○ 令和６年能登半島地震において、対口支援に入るにあたり、現地までの移動手段や現地宿泊拠点を共用することで
効率的な支援を行うことができた実績があり、道府県と指令指定都市が一体支援を行うことで、道府県と市町村が連
携した支援が可能になる。道府県と政令指定都市の支援先を統一することにはメリットがある。

○ 道府県と指定都市が連携して支援先自治体を支援できるのは、支援者同士の意思疎通が容易であり、効果的な支援
が期待できる。

○ 先遣隊や総括支援チームの派遣などの労力を軽減することができる。
○ 首都直下地震は受援都県の数が１都３県と限られている。また、南海トラフ地震と比べると、相当数の自治体が即
時応援道府県等に位置づけられる。したがって、首都直下地震アクションプランにおいては、道府県内に指定都市が
ある場合、道府県と指定都市が分散して応援する必要性は低いと思われる。この点も踏まえ、道府県と指定都市が一
体となって（支援先自治体を統一して）、連携した応援を行う方がよいのではないか。

○ 「都道府県及び管内指定都市をまとめて１単位」とする場合、道府県が窓口となるため、受援側が調整を行う窓口
が減り、１つの自治体に派遣できる職員数が増えるため、マンパワーを確保しやすい。

○ カウンターパートが道府県単位となるため、連絡調整やロジの観点からメリットがある。
○ １被災自治体に対し、「都道府県および管内指定都市をまとめて１単位」として対口支援を行う場合は、１被災自
治体に対する応援側のマンパワーは増えるため、その意味で余裕を持った応援の実施が可能。

○ 応援職員の十分な人数確保することが可能。
○ 受援都県及び即時応援道府県の自治体規模を考慮したうえで、都道府県及び管内指定都市をまとめた単位で支援が
可能であれば問題がないと考える。

意 見（賛成・メリット）



アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会③（結果）

○ 災害の種別によって、派遣団体の考え方が変わるのは、自治体職員の混乱が生じる元となり得る。
応急職員派遣制度要綱及び南海トラフアクションプランに記載されている応援団体の考え方（都道府県及び指定都市
をそれぞれ１単位）に則って、派遣することが望ましいのではないか。

○ 指定都市は道府県と同等の行財政規模を有しており、人口規模、職員数も小規模県より多い場合もあるなど、応援
団体として大きな力を保有している。また、区制の採用や住民サービス等において、指定都市以外の市町村では行っ
ていない事務もあることから、指定都市には指定都市が応援に入る方が円滑かつ柔軟な支援につながるのではないか。

○ 応援都道府県と管内指定都市を同一の受援自治体に派遣したいのであれば、現行制度の運用で可能と思料される。
○ 令和６年能登半島地震で応援に入った際は、対口支援の進捗状況、応援業務や派遣職員の追加、撤退時期等を、そ
の都度首長に諮り方針を決定していた。都道府県と管内指定都市をまとめて１単位とした場合、その都度方針をすり
合わせ、双方の首長の了解を得る必要があるため、方針決定に時間を要し、迅速な支援の実施を妨げる恐れがある。

○ 首都直下地震のような大規模な震災は、連続して発生することも考えられる。その際、道府県と指定都市が支援の
ため出払ってしまった道府県に大規模地震が短期日のうちに発生した場合、被災道府県は対応に難渋することになる。

○ 通常の大規模災害で指定都市市長会の行動計画が発動した場合は、指定都市として県とは別に支援に入り、現地連
絡（支援）本部の活動などを行うが、一体となって支援することで、その経験をする機会を失うことになる。

○ 都道府県及び指定都市では、応急対策職員派遣制度による応援職員の派遣において「都道府県及び管内指定都市を
まとめて１単位」とすることを前提とした準備をしておらず、混乱が生じる可能性がある。

○ 指定都市が複数ある県もあり、受援側も応援側もそれぞれ１単位に合わせた方が事前準備が円滑に進むと考えられ
る。

○ 南海トラフ地震におけるアクションプランと違う考え方で運用する場合、自治体の職員の考え方を混同するおそれ
があるため。

○ 南海トラフ地震アクションプランと体制が異なるため、災害経験を踏まえた検証を相互に反映しづらい。
○ 応援県と受援県の組合せを検討する際に、応援側の職員数や規模なども判断材料になるものと思料されるが、１単
位が大きくなるため、柔軟な組合せの構築がし難くなるのでは。

○ 被害が広域であった場合、応援団体数が限定されることから、支援先が複数となるケースが想定される。
○ 指揮命令系統が異なることや、県と指定都市の役割分担が不明確であることから、迅速な応援の実施の妨げとなる
おそれがある。
○ 道府県、指定都市どちらかは常に自身の道府県のために余力を残したほうが良い。複数の指定都市がある府県は、
問題にはならないとは思料する。

意 見（反対・デメリット）



アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会④（結果）

○ 応急対策職員派遣制度による派遣は、これまで県・指定都市が別単位で行なっており、首都直下地震の場合のみまとめる
ことで、事前の調整や経費負担の整理などが煩雑となるおそれがある。

○ 現行では47都道府県プラス20市の計67の応援団体が存在するが、都道府県に指定都市を含むと、応援団体の母数が減少
する上、GADM等の派遣においても派遣元が減少するなど、支援パワーの減少につながりかねない。

○ 県としては、より多くの応援人員の宿などの手配が必要となる
○ 応援派遣に際し、調整する団体が増えることで、迅速な派遣につながらない。
○ 都道府県と一体化させてしまうと、応援先で県と指定都市を分けて別の自治体に配置する場合など、柔軟な配置・運用が
難しくなる。

○ アクションプラン策定後の応援側と受援側での調整の前段階として、１つの応援団体内の応援都道府県及び管内指定都市
の間での事前調整の必要が生じる。これにより事務も煩雑になり、全体の調整スケジュールも長期化する可能性がある。

○ 災害救助法の観点から、政令指定都市は救助実施市に指定されているケースが多く、避難所運営等の救助法が適用される
業務について応援を実施する場合、求償事務等で混乱が発生する恐れがある。

○ 地震発生後、応援・受援に係る情報収集や各種調整（被害状況や応援ニーズの把握、派遣先の決定、管内市町村への職員
派遣依頼等）をいかに迅速に行うかが円滑な応援実施のカギとなるが、「都道府県および管内指定都市をまとめて１単位」
とすると、その分応援側のユニットが大きくなるとともに、調整先が増え、情報収集や各種調整を身軽に行えない恐れがあ
る。

○ 首都直下地震における知事会と指定都市市長会の役割分担が明確でないが、首都直下地震では人口集中地域が被災するこ
ととなることから、同じく人口が集中している指定都市だからこそ果たせる役割があると思われる。このため、役割分担の
整理をしたうえで、まとめて１単位とするか検討してはと考える。

○ 全体の応援団体数が減少するため、応援受入時における派遣先市町村の決定により調整を要することが想定される。
○ 既存の南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度と異なることとなるため、応援側の混乱を生じる可能性がある。ま
た、応援側の道府県としては、受援側の都県及び救助実施市である政令指定都市とそれぞれ調整する可能性が出てくるため、
応援側道府県の連絡が煩雑になる可能性もある。

○ 「応援単位」を道府県と政令指定都市で一つの単位とするのではなく、応援単位は応急対策職員派遣制度等と同様に道府
県及び政令指定都市をそれぞれ一単位としたうえで、本アクションプランにおける受援・応援の組み合わせ、応援職員確保
調整本部における支援先の調整において道府県と政令指定都市の支援先を統一する運用を行うことが望ましいと考える。
○ 受援県の数の大小によって「応援単位」そのものを「応急対策職員派遣制度」や「南海トラフ地震アクションプラン」と
「首都直下地震アクションプラン」で違った単位とすることは、制度を複雑なものにするデメリットがある。

意 見（反対・デメリット）



アクションプランにおける応援側の単位の検討①

○ 都道府県と管内指定都市をまとめて１単位とする（応援側の単位が減少する）ことにより、受援側の負担が減少するので
はないかという趣旨の意見が寄せられた。この点については、受援都県の意見を伺う必要がある。

○ 都道府県と指定都市の間で、進出経路や応援部隊の交通手段などを共有することができるメリットが指摘されている。こ
の点については、応援編成計画において、都道府県と管内指定都市の応援先を一致させることにより実現可能である（同様
の意見あり）。

○ その他の意見については、首都直下地震特有の理由とはいえず、首都直下地震APのみ例外的に応援側の単位を本来の制
度と異なる取扱いとする根拠としては乏しいのではないか。

賛成・メリットの意見について

○ 応急対策職員派遣制度に関する要綱の規定
➢ 第３条（５）（ウ） 都道府県及び当該都道府県の区域内の市区町村（指定都市を除く。）が一体的に応援職員を派遣す
ること。

➢ 第10条 確保調整本部は、前条第１項の規定により被災都道府県から被災地域ブロック内の地方公共団体に対して協力
の依頼があった場合には、被災市区町村ごとに被災地域ブロック内の都道府県又は指定都市を原則として１対１で割り当て
ることにより、被災地域ブロック内における対口支援団体を決定するものとする。

○ 「大規模災害からの被災住民の生活再建を支援するための応援職員の派遣の在り方に関する研究会報告書」（平成29年
６月16日）の記載

➢ Ⅲ２（４）⑥ 指定都市については、その行政規模にかんがみ、今後は、対口支援団体として自ら完結して支援を行う
ことが期待される。また、全国スキームにおいても、対口支援を行っていない指定都市は、対口支援を行っていない都道府
県と同様の対応が期待されるところである。このため、指定都市については、「都道府県と区域内市区町村による一体的な
支援」体制とは別に支援を行うことを原則とすべきである。

○ 「南海トラフ地震・首都直下地震等大規模災害時の応援のあり方に関する検討会中間報告書」（令和３年９月）の記載
➢ Ⅱ４（２）① まず、応援県等が複数の支援チーム（総括支援チーム及び対口支援チーム）を編成（都道府県の場合、
指定都市以外の管内市区町村職員を含めたチームを編成）し、同一被災都道府県内の複数市区町村を支援することが考えら
れる。」

前提



アクションプランにおける応援側の単位の検討②

○ 南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アクションプランの運用と異なること、災害の種別によって考え方が異な
ることについて、混乱を生じるのではないかとの意見が寄せられた。発生した地震に対してアクションプランを適用するか
否かの判断を要するケースも想定されるところ、アクションプランを適用した場合としない場合で対応が異なる（応援側の
単位が異なる）となると、初動期に混乱を生じる可能性は十分にあり得る。総務省としても、確保調整本部における派遣調
整の判断において支障を来すことを危惧する。

○ 都道府県と管内指定都市を一つの単位とすると、調整する団体が増え、応援ユニットが大きくなることから、迅速な派遣
ができなくなるのではないかとの意見が寄せられた。

○ 応援団体の母数の減少に対する懸念の意見が寄せられた。この点、受援都県内の被害の大きい市区町村に個別の応援団体
を派遣することを想定したときに、応援職員の派遣を必要とする市区町村が非常に多くなった場合に、応援団体の母数が少
ないことは無視できないデメリットと考える。

反対・デメリットの意見について

応援側の単位を都道府県と管内指定都市をまとめて１単位とするという意見については、応援団体が減少することに
よる受援都県の負担の軽減に対する各受援都県の意見を聞いた上での判断とはなるが、以下の理由から、採用しないこ
とが適当ではないか。

○ 応急対策職員派遣制度においては、制度創設から現在まで一貫して応援側の単位を都道府県と指定都市をそれぞれ
１単位としており、制度の継続性を維持することと、災害の種別やアクションプランによって対応の差異があること
による混乱を回避することは重要である。

○ 進出経路や応援部隊の交通手段などを共有することができるメリットについては、応援編成計画において、都道府
県と指定都市の応援先を一致させることにより実現可能である。

○ メリットに係る意見の一部は、応急対策職員派遣制度本体や南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アク
ションプランにも当てはまるものであり、首都直下地震における応急対策職員派遣制度アクションプランにだけ特例
的に取り入れる理由は乏しい。

○ 応援団体の母数の減少は、受援都県内の市区町村応援ニーズへの対応に支障を来すおそれがある。

提案


	スライド番号 1
	アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会①（結果）
	アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会②（結果）
	アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会③（結果）
	アクションプランにおける応援側の単位についての意見照会④（結果）
	アクションプランにおける応援側の単位の検討①
	アクションプランにおける応援側の単位の検討②

